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論文内容の要旨 
 
Experimental study and analytical method of partially 
concrete-filled steel bridge piers under bi-directional 
dynamic loading 
(コンクリート充填鋼製橋脚の水平2方向載荷ハイブリッ
ド実験と解析手法の開発) 
1995年の兵庫県南部地震では、高速道路の倒壊により
地震直後の緊急支援の遅れや物流機能が停止し、経済的
損出は極めて大きかった。今日我が国の物流の大半は高
速道路による陸上輸送であるから、その機能維持のため
の耐震安全性の向上は社会経済活動上、極めて重要な研
究課題である。 
高速道路を支える鋼製橋脚では、大規模地震による非
線形挙動が現れ、簡単な震度法による設計が適切に行わ
れなくなる。そのため非線形動的解析を行って地震応答
を求め、設計に反映させるようになっている。しかし現
行の設計基準では、地震動による照査に関して、橋脚へ
の慣性力を橋軸方向、橋軸直角方向それぞれ独立に作用
させて耐震設計を行うこととしている。これは水平2方向
からの慣性力が同時に最大値をとる可能性が低いこと、
また2方向載荷の実験方法が複雑で困難なため、今日まで
に2方向載荷の実験データがほとんどないことが理由で
ある。しかし実地震波は3方向の成分を持っているため、 
鉛直地震動の影響が小さいとしても、橋脚は少なくとも 
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水平2方向成分の地震動の影響を受けるから、1方向のみ
の地震波に対する橋脚の挙動をもとに耐震性能を照査す
ることには問題がある。 
一方、都市内の高速道路高架橋の鋼製橋脚は、兵庫県
南部地震以前から、車両の衝突による損傷防止のため、
橋脚基部に部分的にコンクリートを充填しているものが
あり、震害報告では、このような橋脚の被害程度が低い
ことが示された。その後の新設橋梁の鋼製橋脚には、基
部へのコンクリート充填が積極的に行われている。また
このような橋脚に対して1方向載荷実験を行った結果、耐
震性能が格段に向上することが示されている。しかし水
平2方向地震動を受ける場合の研究はほとんどなされて
いない。そこで本研究ではこれらの問題を解決するため
の実験的および解析的研究を行う。 
第1章では、本研究の背景及び研究目的、鋼製橋脚の水
平2方向載荷実験及び解析手法の関与を示した先行研究
を紹介した。 
第2章では、コンクリート充填した矩形断面および円形
断面鋼製橋脚の水平１方向静的繰り返し載荷実験を述べ
ている。矩形断面供試体は断面寸法450x450mm、高さ約
2.4mの比較的大型の供試体で、コンクリート充填率は0%、
20%、40%である。円形断面供試体の断面寸法は外径
480mm、板厚6mm、径厚比パラメータ0.08で、コンクリー
ト充填率は0%、25%、50%である。つぎに地震波の影響を
調べる実験に先立ち、その基礎となる水平1方向静的繰り
返し実験を述べている。この実験は簡単であるため、阪
神大震災以後、橋脚について行われた大量の実験の約9割
以上を占めるもので、地震波による応答は不明であるが、
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その橋脚の有する最大強度、変形能力等の基本的特性が
明らかにできる。 
第3章では、コンクリート充填鋼製橋脚の水平1方向お
よび2方向ハイブリッド実験を述べている。ハイブリッド
実験とは、橋梁システム全体をコンピュータによる数値
解析で行い、解析では正確な挙動を把握できない橋脚の
非線形挙動を実験を行って求め、地震波の時刻暦データ
の微小時間ごとに両者を同時に進めるという手法である。
実地震波の影響を比較的正確に把握できる優れた手法で
あるが、高度なシステム解析プログラムの開発や、複雑
で高精度の実験装置およびその自動制御システムの開発
が必要である。本研究では、まず兵庫県南部地震記録の
JMA、JRTおよびPKBの設計用地震動記録の水平1方向お
よび2方向加速度データを用いたハイブリッド実験を行
い、橋脚の最大応答変位、残留変位、最大耐力およびエ
ネルギー吸収量などの耐震性能を求め、1方向および2方
向ハイブリッド実験の結果の相違を比較、検討した。ま
た、コンクリート充填率の影響を考察している。実験の
結果、従来の設計基準の基となった1方向載荷実験では、
ある地盤種、コンクリート充填率では危険な設計となる
場合があることが明らかにした。 
第4章では、新たに開発した解析的手法を述べている。
2方向載荷された橋脚の耐荷性能を明らかにするために
は、できるだけ様々な地震波を用いたハイブリッド実験
を行う必要があるが、現実には経済的かつ時間的に困難
である。そこで、ハイブリッド実験の代りに、橋脚の水
平2方向載荷時の履歴挙動や応答特性を正確に表現し、大
量の地震波を用いた応答計算に応じられる高精度の解析
手法の開発が必要である。そのような解析手法の1つにマ
ルチバネモデルを用いた解析が提案されている。本研究
では特に2方向載荷時の橋脚の非線形履歴を高精度に求
めるために、まず第2章で述べた静的繰り返し実験による
履歴曲線を用い、構成則に必要となる各履歴パラメータ
を求めた。つぎに、マルチバネモデル解析の定式化を行
うため、コンクリート充填鋼製橋脚に対するバネの曲線
近似履歴構成則を述べた。最後に、解析手法の妥当性と
適用性を検証するため、コンクリート充填する鋼製橋脚
に対して静的繰り返し実験と1方向および2方向ハイブリ
ッド実験の結果を用い、解析と実験の比較検討を行い、
本提案の解析モデルが実用上ほぼ十分な精度で実験結果
を再現できることを明らかにした。 
第5章では、コンクリート充填した矩形断面および円形
断面鋼製橋脚のハイブリッド実験および解析手法につい
ての研究結果をまとめ、研究の発展について論じた。各
コンクリート充填率での最大応答変位及び残留変位は、
Ⅱ種地盤とⅢ種地盤では2方向載荷の結果は1方向載荷に
比べ著しく大きくなるから設計法の改善が必要である。
またコンクリート無充填と同様、地盤種の違いによって、
大きく影響を受ける。したがって、合理的設計法の確立
のためにはできるだけ多くの地震波を用いた検討が必要
であると思われる。十分な高さまで部分的にコンクリー
トを充填することにより、基部鋼版の座届が抑制される
ため、最大応答変位及び残留変位は低減され、1方向と2
方向載荷実験の差も小さくなった。 
 
  
論文審査結果の要旨 
 
本論文は、1995年の兵庫県南部地震において、高速道路
の倒壊により地震直後の緊急支援の遅れや物流機能が停
止し、経済的損出が極めて大きかったことを受けて実施さ
れたものである。論文の要旨は以下のとおりである。 
今日、我が国の物流の大半は高速道路による陸上輸送で
あり、その機能維持のための耐震安全性の向上は社会経済
活動上、極めて重要な研究課題であると言える。高速道路
を支える鋼製橋脚では、大規模地震による非線形挙動が現
れ、簡単な震度法による設計が適切に行われるとは言いが
たい。そのため非線形動的解析を行って地震応答を求め、
設計に反映させるようになっている。しかし現行の設計基
準では、地震動による照査に関して、橋脚への慣性力を橋
軸方向・橋軸直角方向それぞれ独立に作用させて耐震設計
を行うこととしている。これは水平2方向からの慣性力が
同時に最大値をとる可能性が低いこと、また2方向載荷の
実験方法が複雑で困難なため、今日までに2方向載荷の実
験データの蓄積がほとんどないことが理由となっている。
しかし実地震波は3方向の振動成分を持っている。鉛直地
震動の影響は水平方向と比較して小さいとしても、橋脚は
少なくとも水平2方向成分の地震動の影響を強く受けるた
め、1方向のみの地震波に対する橋脚の挙動をもとに耐震
性能を照査することには問題があると言える。一方で、都
市内の高速道路高架橋の鋼製橋脚は、兵庫県南部地震以前
から、車両の衝突による橋脚本体の損傷防止のため、橋脚
基部に部分的にコンクリートを充填しているものがあり、
兵庫県南部地震の震害報告では、このような橋脚の被害程
度が低いことが示された。その後の新設橋梁の鋼製橋脚に
は、基部へのコンクリート充填が積極的に行われている。
また、このような橋脚に対して1方向載荷実験を行った結
果より、耐震性能が格段に向上することも示されている。
しかし、水平2方向地震動を受ける場合の研究はほとんど
なされていない。そこで本論文では、これらの問題を解決
するための実験的および解析的研究を行ったものである。 
以下、各章の内容について記述する。 
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第1章では、本研究の背景及び研究目的、鋼製橋脚の水
平2方向載荷実験及び解析手法の関与を示した先行研究を
紹介している。 
第2章では、コンクリート充填した矩形断面および円形
断面鋼製橋脚の水平1方向静的繰り返し載荷実験について
述べている。矩形断面供試体の断面寸法450x450mm、高さ
約2.4mの比較的大型の供試体で、コンクリート充填率は
0%、20%、40%である。円形断面供試体の断面寸法は外径
480mm, 板厚6mm, 径厚比パラメータ0.08で、コンクリー
ト充填率は0%、25%、50%である。つぎに地震波の影響を
調べる実験に先立ち、その基礎となる水平1方向静的繰り
返し実験を述べている。この実験は簡単であるため、兵庫
県南部地震以後、橋脚について行われた大量の実験の約9
割以上を占めるもので、地震波による応答性状は把握でき
ないが、その橋脚の有する最大強度、変形能力等の基本的
特性が明らかにできることを示している。 
第3章では、コンクリート充填鋼製橋脚の水平1方向およ
び2方向ハイブリッド実験を述べている。ハイブリッド実
験とは、橋梁システム全体をコンピュータによる数値解析
で行い、解析では正確な挙動を把握できない橋脚の非線形
挙動について実験を行って求め、地震波の時刻暦データの
微小時間ごとに両者を同時に進めるという手法である。実
地震波の影響を比較的正確に把握できる優れた手法であ
るが、高度なシステム解析プログラムの開発や、複雑で高
精度の実験装置およびその自動制御システムの開発が必
要である。本論文では、まず兵庫県南部地震記録のJMA(Ⅰ
種地盤)、JRT(Ⅱ種地盤)およびPKB(Ⅲ種地盤)の設計用地
震動記録の、水平1方向および2方向加速度データを用いた
供試体40本に対するハイブリッド実験を行い、橋脚の最大
応答変位、残留変位、最大耐力およびエネルギー吸収量な
どの耐震性を求め、1方向および2方向ハイブリッド実験の
結果の相違を比較・検討をしている。また、コンクリート
充填率の影響を考察している。実験の結果、各コンクリー
ト充填率での最大応答変位および残留変位について、Ⅰ種
地盤とⅢ種地盤での2方向載荷の結果は、1方向載荷に比べ
著しく大きくなること、またコンクリート無充填と同様、
地盤種の違いによって、大きく影響を受けることから、従
来の設計基準の基となった1方向載荷実験では、ある地盤
種、コンクリート充填率では危険な設計となる場合がある
ことを明らかにしている。 
 
 
 
 
 
 
 
第4章では、新たに開発した解析的手法を述べている。2
方向載荷された橋脚の耐荷性能を明らかにするためには、
できるだけ様々な地震波を用いたハイブリッド実験を行
う必要があるが、現実には経済的かつ時間的に困難である。
そこで、ハイブリッド実験の代りに、橋脚の水平2方向載
荷時の履歴挙動や応答特性を正確に表現し、大量の地震波
を用いた応答計算に応じられる高精度の解析手法の開発
が必要である。そのような解析手法の1つにマルチバネモ
デルを用いた解析が提案されている。本研究では特に2方
向載荷時の橋脚の非線形履歴を高精度に求めるために、ま
ず、第2章で述べた静的繰り返し実験による履歴曲線を用
い、構成則に必要となる各履歴パラメータを求めた。つぎ
に、マルチバネモデル解析の定式化を行うため、コンクリ
ート充填鋼製橋脚に対するバネの曲線近似履歴構成則を
述べている。最後に、解析手法の妥当性と適用性を検証す
るため、コンクリート充填する鋼製橋脚に対して静的繰返
し実験と1方向および2方向ハイブリッド実験の結果を用
い、解析と実験の比較検討を行い、本提案の解析モデルが
実用上ほぼ十分な精度で実験結果を再現できることを明
らかにしている。 
第5章では、コンクリート充填した矩形断面および円形
断面鋼製橋脚のハイブリッド実験および解析手法につい
ての研究結果をまとめ、研究の発展について論じている。 
 
以上本論文についての審査および公聴会を開催し、本研
究で得られる知見が工学上高い価値を有すると認められ、
生産・建設工学専攻の博士学位論文に十分達しており、適
格であると判定される。 
(受理 平成25年10月15日) 
